府民牧場の廃止と無償譲渡等について
１．府民牧場の廃止について
【廃止の理由】

○府内あるいは近隣府県において民間団体等が運営する同様の事業が存在していることや、他府県調査においても必ずしも府県が同様の事業を実施していない状況にあること。
○観光牧場の運営に府が関与しつづける必要性は低く、厳しい財政状況の中、引き続き多額の事業費を支出することについては困難と考えていること。
○なお、子牛育成事業については家畜改良増殖法の目的をより明確に踏まえた事業として他の場所にて展開する予定。
⇒２４年３月末で廃止予定（９月議会（前半）に廃止条例提出予定）

２．府民牧場・野外活動Ｃの能勢町への譲渡について

　　以下の理由により、府民牧場・野外活動Ｃを無償譲渡する。

【条例（財産の交換、譲渡及び貸付けに関する条例）】

第３条　普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを無償又は減額した価格で譲渡することができる。

　一　国又は他の地方公共団体その他の公共団体において公用又は公共用に供するため、国又は他の地方公共団体その他の公共団体に譲渡するとき。
【運用】
　現行、無償譲渡は、運用指針で「道路」と「事業継承」のみ限定的に認めてきた。

【府民牧場の無償譲渡の理由】
◎公共利用の視点

　　○町の学校再編整備により、公共目的で跡地の有効活用を図ることができる。

◎町の住民サービス向上・行革の視点

○将来的に少子化が進む中で、６小学校、２中学校の町立校を再編整備することにより、よりよい教育環境を確保しつつ、教育資源の集約化も行い、適切な学校運営が可能となる（これら先進的取組への府としての支援）。
　◎府の行革の視点

　　○野外活動Ｃ跡地は、府立北摂自然公園区域内にあるため、民間等への売却が困難な中、府の要請に応え町においてその利活用を行って頂ける予定。
　　　（現在、町に委託している跡地の管理が不要となる（年間約1.3千万円）。）
○廃止後の府民牧場跡地の管理が不要となる（年間約１千万円（推定））。

　⇒これらの視点を総合的に勘案し、能勢町への無償譲渡としたい。

３．主なスケジュール
	
	府（府民牧場、野活Ｃ）
	能勢町（学校再編計画）

	H22年度


	・野活Ｃの廃止（3月末）
	・基本、実施設計当初予算計上（1月末）

・町議会への議案説明（2月～3月）

	H23年度


	・戦略本部会議等で意思決定
（府民牧場廃止・譲渡、野活Ｃ譲渡等）

・府民牧場条例の廃止（9月議会）

・府民牧場の廃止（3月末）
	・基本、実施設計（4月～）

	H24年度


	・府民牧場、野活Ｃ譲渡
	・土地取得、工事スタート（4月～）



	H27年度


	
	・新校舎開校（4月）


４．能勢町と確認した事項等

【府民牧場】
◎跡地内において「家畜とのふれあいの場の提供」の一部機能継承

◎町が利用を予定している一部上屋については有償譲渡で調整中

【野活Ｃ】
◎野活Ｃ跡地も現状有姿のままセットで引き受ける意向

◎自然公園区域内にふさわしい跡地の公共的利活用

５．その他留意事項等
　◎財産譲渡に係る事務等の詳細事項については、引き続き、府町間で協議、調整する
【「財政構造改革プラン（案）」】


○プログラム案の方針である民営化は、受け手がなく断念する。


○民間等による代替施設が存在することや、かなりの運営費を要していること等から府民牧場（ふれあい事業・子牛育成事業）については、平成23年中に廃止を含めそのあり方を決める。


○府民牧場を小中学校候補地にしたいという地元能勢町の意向を受け、地元自治体との連携・支援等の観点から、並行して能勢町との調整に努める。





資料１





（参考）


能勢町学校再編計画より抜粋


～直接学校教育に使用する区域以外は「まきばエリア」として自然とふれあう憩いの場所として開放し、岬馬をはじめとする動物の管理と併せて能勢町において行うものとします～。








（参考）


平成23年4月21日付、府青少年・地域安全室長から能勢町長あて「府立総合青少年野外活動


センター跡地の受け入れの検討について（依頼）」に対する、同4月27日付、能勢町長回答よ


り抜粋


～同センター跡地を行政財産として、自然公園区域内にふさわしい利活用をして行きたいと考え


ており、～今後、管理、及び活用方法について、府とも十分協議しながら進めて行きたい～。








